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(57)【要約】
【課題】　低音域の音質効果を向上できるコンパクトな
スピーカ内蔵テレビスタンドを提供する。
【解決手段】　脚部３０を介して床面などの設置面２に
支持される低音域スピーカ２３を備えた基台部２０と、
薄型テレビ１を支持するテレビ取付部４０とを中空の支
柱部５０で連結し、この中空の支柱部５０の内部容積と
基台部２０の内部容積を連通させる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　低音域スピーカを備えた基台部と、前記基台部を支持する脚部と、薄型テレビを支持す
るテレビ取付部と、前記基台部とテレビ取付部とを連結する中空の支柱部とを備え、
　前記支柱部の内部容積と前記基台部の内部容積を連通した
　ことを特徴とするスピーカ内蔵テレビスタンド。
【請求項２】
　請求項１記載のスピーカ内蔵テレビスタンドにおいて、
　前記基台部にアンプ部と電源部を内蔵させた
　ことを特徴とするスピーカ内蔵テレビスタンド。
【請求項３】
　請求項２記載のスピーカ内蔵テレビスタンドにおいて、
　前記基台部は、アンプ部と電源部を収納する電気品配置部と、低音域スピーカを収納す
るスピーカ配置部とを含んで構成し、
　前記スピーカ配置部と中空の前記支柱部とが連通されて前記低音域スピーカの内部容積
を構成する
ことを特徴とするスピーカ内蔵テレビスタンド。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれかに記載のスピーカ内蔵テレビスタンドにおいて、
　前記テレビ取付部は水平方向に延びる棒状の部材であって、その両端に前記薄型テレビ
を支持する一対の取付部と一対のスピーカを備えた
　ことを特徴とするスピーカ内蔵テレビスタンド。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スピーカ内蔵のテレビスタンドに関するものであり、特に低音域の音響効果
を向上できるコンパクトなスピーカ内蔵テレビスタンドに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイやプラズマディスプレイの大型化により、４０インチや５０イ
ンチなどの大画面を備えた薄型テレビが家庭内に広く普及している。これらの薄型テレビ
は、床面に設置する際には、テレビスタンドを底面に取り付けて、このテレビスタンドを
介して床面に直接設置したり、あるいは既存のテレビ台に設置している。薄型テレビは同
サイズのブラウン管テレビに対して重量が軽減されているため、この薄型テレビを支持す
るテレビスタンドは小型であることが望まれる。
【０００３】
　また、画面の大型化による視覚効果にともなって音響効果の改善が図られている。特に
、近年においては５．１チャンネルサラウンドのスピーカシステムも広く普及しつつある
。この５．１チャンネルサラウンドでは、聴取者の正面、右前方、左前方、右後方、左後
方、低音出力用サブウーファースピーカ（通常は正面に配置）の６つのスピーカが使われ
る。このため、薄型テレビの周りにスピーカを配置する必要がある。
従来のブラウン管型のテレビでは、大きなテレビを支持するテレビ台にこのようなスピー
カ、特に低音出力用サブウーファースピーカを配置するのが容易であったが、小型化が望
まれる薄型テレビのスタンドでは、体積の大きい低音出力用サブウーファースピーカをコ
ンパクトに配置することができない課題がある。
【０００４】
　そこで、例えば、従来技術においては、薄型ディスプレイパネルを取り付けることがで
きる高音質なステレオ音声を再生可能なディスプレイスタンド用スピーカ装置が提案され
ている。この従来技術のディスプレイスタンド用スピーカ装置では、スピーカをそれぞれ
内蔵した一対の縦長なスタンドと、この一対のスタンドそれぞれに設けられ、ディスプレ
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イパネルの両側面を取付固定する固定具と、前記一対のスタンド内のそれぞれのスピーカ
からの出力音の低音域を再生出力する音道を内蔵させている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２７１１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記従来技術によれば、スピーカシステムをスタンド内にコンパクトに納めることがで
きるが、スピーカを備えた一対の支柱の間にディスプレイを取り付けるために、装置全体
の小型化に不満がある。また、アンプの配置について配慮されていない。
【０００７】
　そこで、この発明の目的は、低音域の音響効果を向上できるコンパクトなスピーカ内蔵
テレビスタンドを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するために、この発明に係るスピーカ内蔵テレビスタンドでは、脚部を
介して床面などの設置面に支持される低音域スピーカを備えた基台部と、薄型テレビを支
持するテレビ取付部とを中空の支柱部で連結し、この中空の支柱部の内部容積と基台部の
内部容積を連通させる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、支柱部の内部容積をスピーカの内部容積に含めることができるので、
音質向上に伴うスピーカの大型化を軽減して、コンパクトなテレビスタンドを実現するこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図１から図１０を参照して、この発明に係るスピーカ内蔵テレビスタンドを詳細
に説明する。ここで、図１から図５が第１の実施の形態、図６が第２の実施の形態、図７
が第３の実施の形態、図８が第４の実施の形態、図９と図１０が第５の実施の形態に係る
スピーカ内蔵テレビスタンドを示している。なお、同一部位や方向などについては同一符
号を持って示し、重複した説明を省略する。
【００１１】
　（第１の実施の形態）
　図１から図５は、第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドを示している。
この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドは、液晶ディスプレイ装置やプラズマ
ディスプレイ装置などの薄型モニタ装置を床面やテレビ台上に設置する際に用いられるも
のである。この実施の形態では、テレビチューナを備えた薄型テレビのテレビスタンドに
実施したもので説明するが、もちろん、チューナを備えないモニタ装置のスタンドにも適
用することができる。
【００１２】
　先ず、図１を参照して、この第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの概
略構造を説明する。図１は、符号１０で示すスピーカ内蔵テレビスタンドに薄型テレビ１
を装着する状態を示す斜視図である。
【００１３】
　図１において、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０は、アンプ部２
１と電源部２２を備えた基台部２０と、この基台部２０を設置面（床面）２上で支持する
脚部３０と、前記薄型テレビ１を支持するテレビ取付部４０と、このテレビ取付部４０と
基台部２０とを連結する支柱部５０と、前記テレビ取付部４０の両側に取り付けられる一
対の主スピーカ部６０とを含んで構成される。
【００１４】
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　前記基台部２０は、内部が密閉された円柱形状を備え、この密閉された内部空間にアン
プ部２１と電源部２２及び放音部を円柱形状の底面に露出して取り付けられる低音域スピ
ーカ２３を備えている。また、前記支柱部５０は、基台部２０の上面に取り付けられる一
対の筒状の支柱５０ａ、５０ｂとから構成される。この実施の形態では、前記基台部２０
と支柱部５０とを強固に連結するために、基台部２０と支柱部５０の内部を貫く金属性の
フレーム７０を備え、このフレーム７０に脚部３０とテレビ取付部４０とを取り付けるこ
とで、テレビ取付部４０に薄型テレビ１を取り付けた際に、強固に支持することができる
。
【００１５】
　前記脚部３０は、四方に延びる４つの長尺部材３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３０ｄとから
構成され、その一端は、前記したように、フレーム７０に取り付けられる。また、この脚
部３０は、基台部２０を設置面２から浮いた状態で、しかも前方に傾けた姿勢で支持でき
るように、前方の一対の長尺部材３０ａ、３０ｂが後方の一対の長尺部材３０ｃ、３０ｄ
より長く形成している。これにより、薄型テレビ１を、背面側の壁面に近づけて、かつ安
定した設置姿勢で支持することができる。しかも、基台部２０の底面に低音域スピーカ２
３を設けることができる。
【００１６】
　前記テレビ取付部４０は、両側に延びる棒状の形状を備え、その中央が前記フレーム７
０に取り付けられる。このテレビ取付部４０は、棒状の両端に上方に突出した接続部４１
が形成され、この接続部４１を薄型テレビ１の底面に形成した取付穴３に嵌合して図示し
ないネジを介してネジ止めすることで、スピーカ内蔵テレビスタンド１０と薄型テレビ１
とを強固に連結することができる。
【００１７】
　また、主スピーカ部６０には、中音域と高音域の音を発するスピーカシステムが組み込
まれており、前記テレビ取付部４０の両側に着脱可能に取り付けられる。
【００１８】
　そして、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの大きな特徴の１つは、脚
部３０を介して床面などの設置面２に支持される低音域スピーカ２３を備えた基台部２０
と、薄型テレビ１を支持するテレビ取付部４０とを中空の支柱部５０で連結し、この中空
の支柱部５０の内部容積と基台部２０の内部容積を連通した点にある。この構造によれば
、支柱部５０の内部容積を低音域スピーカ２３の内部容積に含めることができるので、音
質向上に伴うスピーカの大型化を軽減して、コンパクトなテレビスタンドを実現すること
ができる。
【００１９】
　即ち、この実施の形態では、一対の主スピーカ部６０を介してステレオ音響効果を実現
するとともに、ウーファーと呼ばれる低音域スピーカ２３を基台部２０に内蔵させている
。一般に、低音域スピーカは、内部容積を大きくすると迫力ある音響効果を実現すること
ができる。しかし、内部容積を大きくすると、基台部２０の大型化をまねくことになる。
そこで、この実施の形態では、支柱部５０を中空として、この支柱部５０の内部容積を基
台部２０の内部容積と連通することで低音域スピーカ２３を備えた筺体の内部容積を増加
させ、スピーカ内蔵テレビスタンド１０の小型化を実現している。特に、この実施の形態
では、低音域スピーカ２３を備えた筺体を薄型テレビ１の加重がかかる基台部２０と支柱
部５０に適用することにより、低音域の振動を薄型テレビ１の加重により抑制することが
できるので、音響効果を向上することができる。
【００２０】
　なお、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０では、後方に図示しない
一対のサブスピーカを備えることにより、５．１チャンネルサラウンドに対応させること
ができる。
【００２１】
　また、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの他の大きな特徴の１つは、
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基台部２０にアンプ部２１と電源部２２を備えた点にある。これにより、薄型テレビ１か
らの音声出力をアンプ部２１に接続し、コードを介して電源部２２を家庭内電源に接続す
ればよいので、複雑な配線を行うことのないスピーカシステムを実現することができる。
しかも、テレビ取付部４０の両側を利用して一対の主スピーカ部６０が設けられているの
で、ステレオ音響効果を簡単に実現できる。
【００２２】
　以下、図２から図５を参照して、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１
０を更に詳細に説明する。ここで、図２はスピーカ内蔵テレビスタンドの部品構成図であ
る。図３はスピーカ内蔵テレビスタンドの内部断面図である。図４はスピーカ内蔵テレビ
スタンドの水平断面図とフレーム支柱の外観図である。図５は薄型テレビ１を装着する状
態を示すスピーカ内蔵テレビスタンドの側面図である。
【００２３】
　図２において、この実施の形態では、強度を維持するために金属製のフレーム７０を骨
格として備えている。このフレーム７０は、一対のフレーム支柱７１と、このフレーム支
柱７１を保持・連結する複数の取付板７２とから構成される。この取付板７２は、一対の
フレーム支柱７１の上端を保持する上端板７２ａと、一対のフレーム支柱７１の下端部を
保持する底板７２ｂと、この底板７２ｂと上端板７２ａとの間に配置される天板７２ｃと
、この天板７２ｃと底板７２ｂとの間に配置される中間板７２ｄとを含んで構成される。
また、天板７２ｃと底板７２ｂ及び中間板７２ｄは、フレーム支柱７１の下方に取り付け
られて基台部２０の骨格をも構成する。
【００２４】
　底板７４にはスピーカ開口部７３が形成され、このスピーカ開口部７３に放音部を外側
に向ける姿勢で低音域スピーカ２３が取り付けられる。天板７２は、その上部に一対の支
柱部５０が取り付けられる。天板７２ｃと底板７２ｂは、円柱形状の基台部２０の上下の
骨格を構成し、この前後を裏面カバー２４と前面カバー２５とで覆うことで、内部空間が
密閉された基台部２０を構成する。
【００２５】
　この実施の形態では、裏面カバー２４と前面カバー２５とを樹脂成型で形成し、裏面カ
バー２４をフレーム７０に固定し、前面カバー２５をネジなどを介して着脱可能に取り付
けることにより、内蔵された装置のメンテナンスを可能にしている。
【００２６】
　基台部２０は、中間板７２ｄを介して上下に分割され、下部をスピーカ配置部２６、上
部を電気品配置部２７としている。この中間板７２ｄは開口部７４を備えており、この開
口部７４は、スピーカ配置部２６と電気品配置部２７とを連通するとともに、アンプ部２
１と電源部２２の取付部としての機能を果たす。
【００２７】
　一対のフレーム支柱７１の上部は、その上部を、基台部２０の上部から上方に張り出し
て形成される。そして、この張り出した部分に中空の支柱５０ａ、５０ｂが夫々挿入され
て取り付けられる。支柱５０ａ、５０ｂは中空の部材であり、その下端を天板７２ｃを介
して基台部２０の内部空間と連通するように取り付けられ、その上端は上端板７２ａに取
り付けられることで封鎖される。これにより、基台部２０と支柱部５０とが連通して外部
から密閉された内部空間を形成している。
【００２８】
　また、この実施の形態では、基台部２０と支柱部５０の内部空間にフレーム支柱７１が
その長手方向に沿って貫通するように配置される。このため、フレーム支柱７１は、その
要所要所に図示しない開口部を備えた断面がロ字状の中空角材を採用することで、フレー
ム支柱７１の内部空間も基台部２０と支柱部５０の内部空間と連通する空間とすることが
できるので、低音域スピーカ２３の内部容積を効率よく拡大することができる。
【００２９】
　なお、この実施の形態では、フレーム支柱７１を中空角材としているが、断面がコ字状
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やＬ字状の部材を採用することができる。
【００３０】
　また、脚部３０は金属製の薄い板材で形成される４枚の長尺部材３０ａ、３０ｂ、３０
ｃ、３０ｄから構成される。この長尺部材３０ａ、３０ｃは一方の支柱５０ａに取り付け
られ、長尺部材３０ｂ、３０ｄは他方の支柱５０ｂに取り付けられて四方に放射状に開い
て夫々取り付けられる。
【００３１】
　また、テレビ取付部４０は断面が中空の角状を備えた棒状部材で形成され、その長手方
向が両側に位置するように、その中央部分を上端板７２ａにネジ止めされる。テレビ取付
部４０の長手方向の両端には取付部４１が設けられ、この取付部４１を介して薄型テレビ
１を取り付けることができる。また、テレビ取付部４０の両端部には、スピーカ取付凹部
４２が形成され、このスピーカ取付凹部４２に主スピーカ部６０に設けた取付突起部６１
を嵌合させることで、テレビ取付部４０の両端に一対の主スピーカ部６０を簡単に取り付
けることができる。
【００３２】
　次に、図３と図４を参照して、スピーカ内蔵テレビスタンド１０の内部構造を更に詳細
に説明する。
【００３３】
　図３において、裏面カバー２４と前面カバー２５は、密閉された基台部２０の基台部内
部空間２８を構成する。この基台部２０は、上下端部を底板７２ｂと天板７２ｃで、中間
部を中間板７２ｄで保持することで、低音域スピーカ２３の振動の影響を受け難い堅牢な
構造としている。基台部内部空間２８は、中間板７２ｄを介して、アンプ部２１と電源部
２２を備えた電気品配置部２７と、低音域スピーカ２３を備えたスピーカ配置部２６とに
上下に分割され、この２つの内部空間は中間板７２ｄに設けた開口部７４により連通され
た空間となっている。
【００３４】
　底板７２ｂは、底板開口部７６が形成され、この底板開口部７６を塞ぎ、かつ、磁石を
スピーカ配置部２６側に位置させるように低音域スピーカ２３が形成される。これに伴っ
て、基台部２０の底面にも底板開口部７６を露出させる放音穴２９が形成されている。
【００３５】
　一方、天板７２ｃには、一対の支柱部５０の一端（下端）が取り付けられ、この連結部
分には、支柱部５０の支柱空間５１と基台部２０の基台部内部空間２８とを連通する天板
開口部７５が形成される。一方、一対の支柱部５０の他の一端（上端）は、上端板７２ａ
を介して支柱空間５１が封鎖されるように取り付けられる。このため、支柱空間５１と基
台部内部空間２８とが外部と密閉された空間を形成し、この空間を低音域スピーカ２３の
内部容積とすることができる。
【００３６】
　図４において、フレーム支柱７１は、支柱空間５１と基台部内部空間２８とを貫いて形
成される。この実施の形態では、フレーム支柱７１をその内部にフレーム空間７７を備え
た断面が「ロ字状」の中空の筒体としている。このフレーム空間７７は要所要所に支柱開
口部７８が形成され、このフレーム空間７７が支柱空間５１と一体化した１つの空間を形
成するようにしている。このように、この実施の形態では、強度を維持しつつ、支柱空間
５１の内部空間を広く活用している。
【００３７】
　なお、この実施の形態では、フレーム支柱７１を断面がロ字状の中空部材で形成してい
るが、図４（ｂ）に示すように、断面がコ字状の引抜材や、図４（ｃ）に示す断面がＬ字
状の引抜材や、図４（ｄ）に示すように、断面が弧状の引抜材などを採用することができ
る。これらの引抜材などの断面が屈曲した棒状部材を採用することで、支柱開口部７８を
形成することなく、ロ字状のフレーム支柱７１と同様な作用効果を得ることができる。
【００３８】
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　次に、図４と図５を参照して、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０
の外観形状を更に説明する。図４および図５において、この実施の形態では、４本の長尺
部材の内、後方の２本の長尺部材３０ｃ、３０ｄを両側に大きく開き、前側の２本の長尺
部材３０ａ、３０ｂを後方の２本の長尺部材３０ｃ、３０ｄよりも狭い大きさで開いた構
造とすることで、脚部３０の中央に位置する基台部２０と後方に位置するであろう壁面と
の距離を狭くしている。これに伴い、全体として後方に倒れやすくなるため、図５に示す
ように、基台部２０と支柱部５０の長手方向を前方に倒すような姿勢で、脚部３０が基台
部２０に取り付けられる。
【００３９】
　図４に戻り、この実施の形態では、一対の支柱部３０の夫々の支柱５０ａ、５０ｂを断
面が前後方向に長い楕円形状とすることにより、正面側から見えるユーザの視線では、支
柱５０ａ、５０ｂが薄く見えるようにしつつ、支柱空間５１を広くしている。
【００４０】
　次に、図５を参照して、このスピーカ内蔵テレビスタンド１０の使い勝手について説明
する。図５において、この実施の形態では、４本の長尺部材３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３
０ｄの先端部が設置面（床面）２と接触して、基台部２０を浮いた状態で支持する。そし
て、基台部２０と支柱部５０の長手方向が前方に倒れるような姿勢で脚部３０によって支
持されるため、支柱部５０の上端に設けたテレビ取付部４０で支持される薄型テレビ１は
、４本の長尺部材３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３０ｄの先端部の中心位置で確り保持される
。
【００４１】
　そして、互いに連通した空間を備える基台部２０と支柱部５０は、薄型テレビ１の加重
によって設置面（床面）２に押し付けられるため、基台部２０に設けた低音域スピーカ２
３の振動を抑えることができる。しかも、この低音域スピーカ２３の内部容積は、基台部
２０の基台部内部空間２８だけでなく、支柱部５０の支柱空間５１まで拡大されているた
め、装置全体の大型化を招くことなく、効率よいコンパクトな外観構造とすることができ
る。
【００４２】
　また、この実施の形態では、脚部３０により浮いた姿勢で支持される基台部２０の底面
に低音域スピーカ２３を配置したため、ユーザの視線から放音穴２９を隠蔽して、迫力あ
る低音の音響効果を提供することができる。
【００４３】
　加えて、この実施の形態では、基台部２０の中にアンプ部２１と電源部２２が内蔵され
ているため、スピーカシステムのための配線やアンプ、電源等の置き場所を確保する必要
が無いので、薄型テレビ１の周囲をスッキリさせることができる。
【００４４】
　（第２の実施の形態）
　次に、図６を参照して、第２の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０ａを
説明する。図６は、第２の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図であり
、図６(ａ)が正面図、図６（ｂ）が右側面図、図６（ｃ）が平面図、図６（ｄ）が基台部
の縦断面図である。
【００４５】
　この実施の形態は、長手方向を上下姿勢とする円柱形状の基台部２０と、この基台部２
０の直径より一回り小さい直径を備えたパイプ状の支柱部５０と、４本のパイプ状の長尺
部材を備えた脚部３０と、長手方向の両端に取付部４１を備えたテレビ取付部４０とを含
んで構成される。
【００４６】
　支柱部５０は、その中心軸が基台部２０の中心軸と一致するように、その下端を基台部
２０の上端に取り付けられ、上端は長手方向を左右にする横姿勢のテレビ取付部４０の中
央に取り付けられる。脚部３０を構成する４本の長尺部材は、基台部２０の中心から四方
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に等間隔に広がるように配置される。
【００４７】
　図６（ｄ）に示すように、支柱部５０の基台部内部空間２８と支柱部５０の支柱空間５
１とは、上部開口部３５を介して連通される。そして、基台部内部空間２８の下端に形成
された放音穴２９は、低音域スピーカ２３により塞がれ、支柱空間５１の上端は、テレビ
取付部４０によって塞がれている。この構造により、支柱部５０の基台部内部空間２８と
支柱部５０の支柱空間５１とを低音域スピーカ２３の内部容積とすることができる。
【００４８】
　このように、この実施の形態では、前記第１の実施の形態と同様な作用効果を得ること
ができる。なお、この実施の形態では、主スピーカ部６０を図示していないが、前記第１
の実施の形態と同様なものを設けるようにする。
【００４９】
　（第３の実施の形態）
　次に、図７を参照して、第３の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０ｂを
説明する。図７は、第３の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図であり
、図７(ａ)が正面図、図７（ｂ）が右側面図、図７（ｃ）が平面図、図７（ｄ）が基台部
の縦断面図である。
【００５０】
　この実施の形態は、長手方向を左右姿勢とする箱形状の基台部８０と、この基台部８０
の前部に板状に取り付けられる支柱部８１と、平面形状が四角形状の板状の脚部８２と、
支柱部８１の上端に取り付けられるテレビ取付部４０とを含んで構成される。
【００５１】
　この実施の形態では、平板状の支柱部８１を、図７(ａ)に示すように、正面形状では、
その横幅が板状の脚部８２の横幅と一致するように連続させ、図７（ｂ）の側面形状では
、その下端部が平板状の支柱部８１の後方寄りに取り付けられて、その上端を前方に倒れ
る姿勢で脚部８２に取り付ける。また、板状の脚部８２の後方で、かつ平板状の支柱部８
１の後部と接する位置に箱形状の基台部８０が設けられる。
【００５２】
　平板状の支柱部８１の上端には、その長手方向に沿ってテレビ取付部４０が取り付けら
れ、このテレビ取付部４０が平板状の支柱部８１の前後方向の中心位置近傍となるように
、支柱部８１の側面から見た角度が設定される。
【００５３】
　この実施の形態では、平板状の支柱部８１の強度を維持するために、支柱部８１を中空
構造としている。そして、この支柱部８１の支柱空間８３を基台部８０の基台部内部空間
２８と開口部８４を介して連通することにより、基台部内部空間２８と支柱空間８３とを
、基台部８０に配置される低音域スピーカ２３の内部容積とすることができる。
【００５４】
　なお、基台部８０には、その上面に放音穴２９が設けられるように低音域スピーカ２３
が内蔵され、更にアンプ部２１と電源部２２も基台部８０に内蔵されるので、前記第１の
実施の形態と同様な作用効果を得ることができる。
【００５５】
　（第４の実施の形態）
　次に、図８を参照して、第４の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド１０ｃを
説明する。図８は、第４の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図であり
、図８(ａ)が正面図、図８（ｂ）が右側面図、図８（ｃ）が平面図、図８（ｄ）が基台部
の縦断面図である。
【００５６】
　この実施の形態は、板状の脚部９０と、この脚部９０上に取り付けられる支柱基台部９
１と、この支柱基台部９１の上端に取り付けられるテレビ取付部４０とを含んで構成され
る。
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【００５７】
　前記支柱基台部９１は、下方の断面形状が大きく上方の断面形状が小さい、先細りの外
観形状を備えている。これにより、薄型テレビ１の強度を維持しつつ、ユーザに下方の太
さで安心感を抱かせ、上方の細さでコンパクトな形態を印象付ける外観形状としている。
【００５８】
　また、この実施の形態では、支柱基台部９１の下部の広い空間を利用して低音域スピー
カ２３とアンプ部２１と電源部２２を配置することで、前記コンパクトな形態を利用して
、スピーカシステムを内蔵させている。しかも、この実施の形態では、低音域スピーカ２
３を内蔵する支柱基台部９１の内部空間９２を密閉された空間とすることにより、内部空
間９２全体を効率よく低音域スピーカ２３の内部容積として活用しつつ、全体をコンパク
トな形態とすることができる。
【００５９】
　なお、この実施の形態では、支柱基台部９１の外観形状を、横方向に幅のある断面形状
が楕円の楕円錐台形状としているが、これに限定されるものではなく、下方に開いて、上
方が先すぼみの円錐台や角錐台形状であれば同様な作用効果を得ることができる。
【００６０】
　また、この実施の形態では、内部空間９２を、内部仕切板９３を介して、下部の装置収
納空間９４と、上部の支柱空洞部９５とに分割することで、支柱基台部９１の強度を強化
している。内部仕切板９３は開口部９６を備え、装置収納空間９４と支柱空洞部９５を連
通した内部空間９２としている。
【００６１】
　なお、支柱基台部９１の前部の下方には放音穴２９が設けられ、これに合わせて、低音
域スピーカ２３を斜め姿勢で内蔵させている。
【００６２】
　（第５の実施の形態）
　次に、図９、図１０を参照して、第５の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンド
１０ｄを説明する。図９は第５の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの部品構
成図である。図１０は第５の実施の形態に係る基台部周辺の部品展開図である。
【００６３】
　前記した第１から第４の実施の形態では、中空の支柱部５０の内部容積と、アンプ部２
１と電源部２２とを備えた基台部２０の内部容積を連通し、この２つの内部容積を低音域
スピーカの内部容積に含めることで、音質向上に伴うスピーカの大型化を軽減して、コン
パクトなテレビスタンドを実現した構造で説明した。しかし、アンプ部２１と電源部２２
とを基台部２０から取り外して、あるいは、基台部２０ａの内部空間２８ａを２つの空間
に分離し、低音域スピーカ２３を備えたスピーカ配置部２６ａとフレーム空間７７ａとを
連通して低音域スピーカ２３の内部容積とすることができる。ここでは、前者のアンプ部
２１と電源部２２を取り外す構造は、前記実施の形態からそのまま取り外せばよいので、
この第５の実施の形態は、後者のスピーカ配置部２６ａとフレーム空間７７ａとを連通し
て低音域スピーカ２３の内部容積とした実施の形態を説明する。なお、以後の説明では、
第１の実施の形態と違う構造について説明し、共通する点は同一符号を持って示して詳細
な説明は省略する。
【００６４】
　図９において、この第５の実施の形態に係る基台部２０ａの基台部内部空間２８ａは、
第１の実施の形態と同様に、中間板７２ｄを介して、アンプ部２１と電源部２２を備えた
電気品配置部２７と、低音域スピーカ２３を備えたスピーカ配置部２６ａとに上下に分割
する。第１の実施の形態と違う点は、この２つの内部空間を分離する中間板７２ｄに開口
部を設けることなく、この２つの内部空間を独立した空間とした点である。また、フレー
ム支柱７１のフレーム支柱空間７１ａを密閉された空間とする点でも第１の実施の形態と
異なる。そして、この実施の形態では、この密閉されたフレーム支柱空間７１ａとスピー
カ配置部２６ａとを連通させることで、音質向上に伴うスピーカの大型化を軽減して、コ
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ンパクトなテレビスタンドを実現している。
【００６５】
　この構造を、図１０で更に説明する。図１０において、この実施の形態では、高さの低
い円柱形状のスピーカ配置部２６ａの上面に一対のフレーム支柱７１を溶接や一体成型で
形成して、スピーカ配置部２６ａとフレーム支柱空間７１ａとが連通された構造体を形成
する。そして、スピーカ配置部２６ａの上部にアンプ部２１と電源部２２とを納めて、こ
れらを裏面カバー２４と前面カバー２５とで覆う構造としている。
【００６６】
　この構造によれば、低音域スピーカ２３の振動によって、アンプ部２１と電源部２２の
配線及びこれらと外部との配線が振動しないように処置する必要がない。また、裏面カバ
ー２４と前面カバー２５との組み合わせも密閉度を上げる必要が無いので構造を簡単にす
ることができる。
なお、この実施の形態では、意匠性を向上するためにフレーム支柱７１の外側を支柱部５
０で覆う構造としたが、支柱部５０で覆うことなくフレーム支柱７１をそのまま露出する
構造としてもよい。また逆に、支柱部５０の密閉空間として、これをフレーム支柱空間７
１ａと連通するようにすることで、低音域スピーカ２３の内部空間を大きくしてもよい。
【００６７】
　このように、この実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドでは、低音域スピーカ
を備えた基台部と、前記基台部を支持する脚部と、薄型テレビを支持するテレビ取付部と
、前記基台部とテレビ取付部とを連結する中空の支柱部とを備え、前記支柱部の内部容積
と前記基台部の内部容積を連通することで、低音域の音質効果を向上できるコンパクトな
スピーカ内蔵テレビスタンドを提供することができる。
この場合、前記基台部にアンプ部と電源部を内蔵させる構造とすることで、アンプ部と電
源部の配置スペースを確保することができる。また、中空の支柱部はフレーム支柱で形成
してもよい。更に、フレーム支柱とスピーカを備えたスピーカ配置部とを連通してスピー
カの内部容積としてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドに薄型テレビを装着する状
態を示す斜視図である。
【図２】第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの部品構成図である。
【図３】第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの内部断面図である。
【図４】第１の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの水平断面図とフレーム支
柱の外観図である。
【図５】第１の実施の形態に係る薄型テレビを装着する状態を示すスピーカ内蔵テレビス
タンドの側面図である。
【図６】第２の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図である。
【図７】第３の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図である。
【図８】第４の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの外観図である。
【図９】第５の実施の形態に係るスピーカ内蔵テレビスタンドの部品構成図である。
【図１０】第５の実施の形態に係る基台部周辺の部品展開図である。
【符号の説明】
【００６９】
　１…薄型テレビ、２…設置面（床面）、３…取付穴、１０、１０ａ、１０ｂ、１０ｃ…
スピーカ内蔵テレビスタンド、２０、２０ａ…基台部、２１…アンプ部、２２…電源部、
２３…低音域スピーカ、２４…裏面カバー、２５…前面カバー、２６、２６ａ…スピーカ
配置部、２７…電気品配置部、２８、２８ａ…基台部内部空間、２９…放音穴、３０…脚
部、３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３０ｄ…長尺部材、３５…上部開口部、４０…テレビ取付
部、４１…取付部、４２…スピーカ取付凹部、５０…支柱部、５０ａ、５０ｂ…支柱、５
１…支柱空間、６０…主スピーカ部、６１…取付突起部、７０…フレーム、７１…フレー
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ム支柱、７１ａ…フレーム支柱空間、７２…取付板、７２ａ…上端板、７２ｂ…底板、７
２ｃ…天板、７２ｄ…中間板、７３…スピーカ開口部、７４…開口部、７５…天板開口部
、７６…底板開口部、７７…フレーム空間、７８…支柱開口部、８０…基台部、８１…支
柱部、８２…脚部、８３…支柱空間、８４…開口部、９０…脚部、９１…支柱基台部、９
２…内部空間、９３…内部仕切板、９４…装置収納空間、９５…支柱空洞部、９６…開口
部。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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